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租税政策の動学的効果
一 新古典派モデルによる帰着分析一
西 野 萬 里
は じ め に
法 人利潤税の転嫁 に関す る研究は,未 だおおか たの合意 を得 る段階に到達 し
ていない とはい え,多 数 の研究者たちが異 る見地 か ら様 々の手法でのアプ ロー
チを試み てい る。 しか しその殆 どは短期的な分 析の領域に留 ま り,資 本 ス トッ
クの変動 を考慮 した長期的見地か らの分析は,未 開拓 の分野 として残 され てい
る とい うのが現状 であ る。
わずか に,Harberger,Krzyzaniak,Mieszkowski,Sato-Hoffmanが言及 し
てい るに過 ぎない。 近年,と くに短期的転嫁 に関 して転嫁度の測定が重視 され
る傾向が強 いが,その推定値は ゼ ロ転 嫁か ら100%を超 える過剰転嫁 まで広範 囲
に分散 し,必 ず し も転嫁 分析 の進展に成果を もたら した とは言い難 い。 実証面
に おける この混沌は,理論的究 明の不 十分 である ことの証左 と言 えな くもない。
同 じ批判 は長期的転嫁 ・帰着 に関 しても適 合 しよう。そ こで本稿 は過去の研
究の蓄 積が比較的薄い長 期的転嫁 ・帰着を と りあげ,最 近の業績を中心にサ ー




A.C.Harbergerは,非一般 利潤税 としての法人税を分析対象 とし,生 産関
数を導 入 した一般均衡分析を用 いて転嫁の可能性 を考察 した(1)。経済は法人企
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ノ
業か らな る産業部門Xと,非 法 人企業 の部門Yと に分 け られて,前 者にのみ
法人税 が差別的に賦課 され る。X部 門では,課 税イ ンパ ク トに よって資本収益
の削減 を余儀な くされ,そ の結果Xの 資本価格は下落 し,資 本市場XとYは
不均衡状 態に導かれ る。やが て均衡化 メカ=ズ ムの作 用に よって,法 人部門X
か ら非法人部 門Yへ と資本移動が発生 し,資 本市場の不 均衡は是正 され る。 そ
の際X部 門の資本価格ρ下落は.非 法人部 門Yの 資本 に も波及 し,結 局.法
人税の負担 は法人部 門のみならず,非 法人部門に も及ぶ ことになる。
この プロセスの進行に ともなって,資 本流 出産業 の生産物X財 の価格は騰
貴 し,そ の消費者は損失を蒙 るであろ う。 しか し,他 方において資本流入部 門
の生産物Yの 価格 は下落す るから,X,Yの 両財 を購買す る消費者の損失 と利
益 とは相殺 され うる。
Harbergerは,そのモデルに1953年か ら1955年までにわ たる合衆国 の デ ー
タを投 入して,'資本全体 に よる法人税 の負担度 が92%から112%の水準 に あ る
とい う結果を得 ている。
Harbergetモデルは このよ うに,従 来の転 嫁分析にお いて固定的 と想定 され
ていた資本配分を,可 動的な もの とす るよ りプ ロージ ブル な見地 に立つか ら,
その意味では短期分析の限界を脱却 した試み として評価 でき よう②。
[B]
:し か しな が ら,M.Krzyzaniakは,こ の モ デ ルが なお 資 本 ス トッ クを 一一i定
と前 提 して いる こ とか ら,長 期 分 析 の カテ ゴ リーに 属 さず,中 期(midium-run)
分析 に 過 ぎない と主 張 し て,さ らに一 歩 進 めた 長 期 分 析 を 試 み て い るC3}。
これ に 先立 って,KrzyzaniakはMusgraveとの共 著 に お い て,資 本 収 益 率
を尺 度 と した計 量 的 モ デ ルを 用 い て 法人 税 転 嫁 の計 測 を 行 な い,100%を超 え る
転 嫁度 を検 出 してい る(%だ が,こ れ は短 期 的 視 点 か らの 分 析 に過 ぎず,そ の
限 界 を認 め たKrzyzaniakは,この短 期 分 析 お よびHarbergerのい わ ゆ る中
期 分 析 を 出発 点 とし て,新 古典 派 的 成 長 モデ ル を用 い て,'長期 分 析 に 挑 戦 して
い る。'
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均衡成長経 路に沿 ってい る経 済に,い ま,税 率 エの利潤税が賦課 され るとす
る。利潤部分 か らの貯蓄性向が賃金所得か らのそれ よ り高い と仮定 すれば,利
潤税は貯蓄率 に重大 な影響を与 え る。その結果,投 資 したが って新 資本形成 は
阻害 され,長 期の資本総供 給量は削減 され る。 このことは,産 出高資本比率お
よび相対的所得変数た る粗資本収益率,粗 利潤分配分,純 利潤分配分に も影響
を及 ぼす。
Krzyzaniakは,Dolton(s)を踏襲 して転嫁 を実質所得に及 ぼす租税の影響 と
理解す るか ら,税 負担 を政府税収額に対応す る 「直接的税 負担 」 と,課 税に よ
る実質国民所得 の減 少分 に対応す る 「間接 的税 負担」の二側面か ら把握す る。
一般的利潤 税モデルに よる計測 の結果に よると,50%の税率 の下 で資本家は
直接的税負担 に加 えて,50.58%の間接的税負担 を余儀 な くされ,労 働 者は実
質賃金率の低下 とい う形態で実に118%の利潤税 の負担を強制 さ れ る(6}。つ ま
り,直 接 ・間接の税負担総額 は,政 府税収額の2.7倍に も達す るが,こ れは利
潤税 が新資本形成 を妨げ将 来所得 を減少 させ るとい うプ ロセスを通 じて発生 す
るとされ る。転嫁尺度 はマ イナ スを示 してい る。
他方,非 一般 的利潤税 モデルでは,新 たに法人部門 と非 法人部 門の2部 門分
割が導入 され,長 期分析 に加 えてHarberger型の中期分析 も試み られ る。20
%の 差別税率 の下で,中 期型 モデルの法人の転嫁尺度では,eまぼ α9に 近 い負
の値 ←O.88%～-O.7%)が検出 され,こ れに対応 して法人の間接的税負 担 は
0.9%の追加分を算出 してい る。非法人部門の間接的負担 は1.35%であるか ら,
資 本全体 の間接的税 負担は合計 で2.25%とな り,経 済全体の転 嫁度の 一2.25%
と丁度合致す る。 また労働者の負担は5.26%に達 し,し たが って間接的税負担
の合計O*7.51%とな る。 つ ま り直接的税負担 の1.075倍の税負担が法人お よ び
非 法人の資本 と労働に分担 され る。
長期 モデルにおいて も,上 と同じ前 提に立 てば,法 人部門の資本ec16.01%,
非 法人部門 の資本に21LO1%,合計40.01%の間接的税負担が計 測され,こ れが
一40.01%の転 嫁度 に対応 してい る。 さらに労働者 の間接 的税負担 は93.37%に
も達 してい るか ら,租 税 負担全額は直接的 負担額の2・3倍とい う驚異的水準に
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及 んでい る。,
'Krzyzaniakはまた,法 人部 門か ら非法人部 門への資本流 出の規模 を測定 し.
差別税率 が20%の場合,30%の場合,40%の場合について,そ れぞれ,流 出資
本は13%..20.5%,28.6%であるとい う。
Krzyzaniakの転嫁 論に対す る貢献 は,第1にHarbergerのいわゆ る中期
分析を踏 まえ て利潤税 による資本流 出の規模を計測 した点,お よび,税 の成長
効果を導入 して,Harberger型モデルを長期化 した点であ る。つ ま り,長 期 の
転嫁尺度 および相対 的所得変数に対す る租税効果 の尺度 の中に,「 課税 インパ
ク トに よる法人部 門かち の資本流出が もた らす産出縮小効果」を表 わす ターム
(μ∂ お よび 「税に よる貯蓄率の低下 したが って新資本形 成の低減 」を示す ター
ム(G。)とを導入 した ことであ る。
第2は,こ の2つ の タームを用いて,「 直接 的税負担」 を超え る税負担 とし
て実質国民所 得の減 少を内容 とす る 「間接的税負担」 とい う概 念を転嫁論に組
み 入れ よ うとした点 である。
第3は 差別的法人税 が.法 人部門 と非法人部門お よび労働階級に差別的 に帰
着す る点を 明らか にした ことであ る。
だが しか し,こ れ らの租税帰 着の プ ロセ スの理論的究 明においては,十 分な
議論が尽 くされ てい るとは言い難い。
[C]
P.M.MieszkowskiがこのKrzyzaniakモデルを次の よ うに批 判 して い る
のは妥当 といわなければ ならない。Krzyzaniakの長期的転嫁分析 に よる ファ
インデ ィン グは,「 利潤税の成 長に与 えるマイナ スの効果 を考慮 して税率を引
下げ るべ きこと」,および 「高利潤税 の下での実質国民生産 水準に与 える マ イ
ナス効果,し たが って雇用への マイナス効果を考慮 して,労 働 の利益 のために
低利潤税 を容認すべ きこと」 とい う主張 と結びつ く危険 を もっている。それゆ
え,こ の よ うな利潤税の長期的 ・間接的効果は慎重に論述 されなければ ならな
いb税 の成長効果はむ しろ,利 潤所得 と賃金所得 とに対応す る差別的貯蓄率 の
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タームで考察 されなけれ ばな らない と㈱)。
Mieszkowskiは,租税政策の成長効果の分析 を 「租税の動 学的帰 着」の分析
としてとらえ,こ れが貯蓄水準 ない し成長に与 え る租税政策の影響を究 明す る
ことに他 ならない と指摘 してい る{%
その意味で法人税転 嫁の動 学的分析を試みたのは,厳 密には,Mieszkowski
自身 とKrzyzaniakであ り,新 らし くはSato-Hoffmanであ る。そ こで次章
では,Sato-Hoffmanの経済成長下におけ る租税 の帰着分析をサ ーヴ ェイし,
これ と,Harberger・Krzyzaniak・Mieszkowski型の動学 的転 嫁分 析 の軌跡 と
を比較 してみ よ う。
IISato・Hoffmanモデ ル
[A】
佐藤一 ホフマンは,利 潤税 を導 入した佐藤隆三 氏の新古典派2部 門成長 モデ
ルua?e依拠 して,"動学 的租税帰着 モデルaD"の構 築を試み てい る。 そ こで佐藤
隆三 モデルの精緻 な展開を踏 まえながら,佐 藤一 ホフマン ・モデルの骨子を フ
ォローしてみ よ う。
モデルは経済 の2部 門分割 を特色の一つ とし,投 資財部門を第1部 門,消 費
財部門を第2部 門 として,こ れ をサ ブス ク リプ トで表わ してい る(i=1,2)。い
ま 聴 を産 出水準,K`,L,をそれぞれ資本 と労働 の投入量 とすれば,一 次同次
の生産関数は次式 で示 され うる。
Y《==F《(K`,L`)(i==1,2)(1・2)
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資本の供給は,そ の継続的償却率 を μ とし.外 生的に与 え られ るもの とす
れ ば,
芸 一狛 一μK(・)
と表わ され る。 ここで 狛 は言 うまで もな く投資財の産 出水準 を示 してい る。





で表わ され る。 左辺 扱 巧 は投資財産 出額 を示すか ら貯蓄に対す る需 要を意 味
し,右 辺 のe.は資本利潤rKの 一定 率 としての貯蓄率 を表わすか ら,θ.rKは
貯蓄供給水準を示 してい る。
第1財 と第2財 の相対価格は,後 者 の価格p2を ニ ュメレ・・ル として,こ れ




ところで(1・)式におけ るe・et,総reeeをsとすれet',●毒 と劾 さ
れ る。Sは 民 間貯 蓄S.と 政 府 貯 蓄S,と か らな る と考 え られ るか ら,S=S.+
Saで あ る。 い ま,txを 利潤 にか か る コ ンス タン トな税 率 とし,Stを 民 間貯 蓄
性 向 とすれ ば,
Ss==s冑(1-tx)r、K(13)
を得 る。 また,利 潤 税 税収 額 工 を,T.=t.rKで 表 わ し,Gを 政 府 支 出総 額,
Gkを 政 府 資 本 形 成 支 出 くしたが って,G-Gパ ま政府消費支 出)と す れ ば,
{225)
Sg=T"一(G-G嵩)
を得 る。 か くし て以上 か ら次 式 が 得 られ る。
烏=s譲 ぷ・=Ss(1--t.)+t.-9(1-h)
(ただ レ 薯 ゴ 是 一9と する.)







〈ただし・zはzド万 で労働投入戦 当り産出臨Aは たド芸 請 本労働比率を
示 す)と な り,そ の も と で 次 の 関 係 が 想 定 され る。
f`>0,f`'>0,f}"<0,f`(0)=O,f`(o。)=◎ ◎,
f`'(0)=。。,f`'(。)=0,Vki∈1(O,。 。)
要 素 限 界 代 替 率Rは,
R一 ㌢ 』 虎`鴇 欄(i=:1・2)(・8・ ・9)
(ただ し,f・'(k・)一莞,f,(k・)一kl・f・'(ki)一莞 ℃ それぞ傾 本の限界生産力 と労
働 の限界生産力を表わす)と な る。 、




が 得 られ る。(21)式は,総 資本 労 働 比率 が,各 部 門 の労 働 配 分 比 率 で そ れ ぞ
れ ウ ェイ トづけ られ た もの の合 計 で あ る こ とを 意 味 して い る。
ところで投入労働の単位当り生産財産出額 鯛 は・鯛 一芸 一音 ・
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'同 様に してkをRの 離 としてtCi}…1!eli・(・8)・(22)式か ら・P・一 藷
、
お よびP・一・一 農1を 得 るか ら,
k(R)-R+克i綴i閉 鷲
、(R)(25)
となる。(24).,(25)式はモデル1の 長期に関す る ビヘ ィヴィアを示 し,そ の
意 味 で2部 門成長 モデルを要約 してい る とされ る。
以上の体 系の下で,資 本 と労働 が同率 で成長 す る安 定的均衡 条件 を 求 め れ




となるが,こ れは均衡実質利子率を示 してい る。
この よ うにして総貯蓄率 θ.の関数 としてf'1(k1)が求め られ るな らば,こ
れ を θ.で微分す ることに よって.わ れわ れは総貯蓄率の変化に対応す る実質
利子率の変 化を把握 で きる。 そ して これ と,(15)式か ら導 出 され た税率の変
化に応ず る総貯 蓄率の変化 とか ら,税 率 の変 化に対応す る資本の実 質収益率の
変化を求めること嗣 能となる・すなわち・要 一笹 ・{姶・ ここ蹴
税 率の上昇の貯蓄率 の増減 に及 ぼす影響が,媒 介項 として重要 であるか ら,ま
ず これか ら考察してゆ こ う。'
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lB]
本 節 では 利 潤税 率 と総 貯 蓄率 との 関 連 が調 べ られ るが,そ れ には(15)式 が
考 察 され な けれ ば な らな い。
e冨==s#(1-tx)十t"-g(1-h)(15)
こ こで はS.は 行 動 パ ラ メー ターで あ り,コ ンス タソ トと仮 定 され る。 また,g
と んとは政 策 パ ラ メ ー ター であ り,均 衡 予 算 と黒 字 予 算 の二 つ の 条 件 の下 で考
察 され てい る。
いま諏 府の資本形厳 出G・がe・,し たがって 薯 一… の状況を想
定 す る と,
eτ=sx(1-t")十tx-g(15)'
とな る。 これ を ち で微 分 すれ ば次 式 を得 る。
歪 一一Ss+1一嘉(・7)
(27)式を糖 予算の場合について考察すれぽ,t,一畏,9一 是 であるか
ら嘉 一1で あ り,し たが って 砦 一Ss<・となる・ つ まり,総 貯…$e・
は,利 潤税 輪 の上 昇 とともに低下す ることがわか る。
他繍 政余剰があ る場合蹴 嘉 く1で あるか ら・嘉 一・ とすれ ば
歪 一 一・s・+・一・-1-(Sx+・)
であ り譲 ふ+・ 縦 って,{ftg・1・となる・ただ しtSx<1であ るか ら沙
くとも ・≦・の場 舗 農 〉・が成立す る.(1-・)は政府貯蓄・1・・,と鹸
えられ るか 栖 ≧』 の とき,票 ≧・ となる・ すなわち,政 府貯鞠 眠 間
貯蓄率 を上 回 る場合に,税 率の引上げに ともなって総貯蓄率は上昇す る。
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を得 る。
均衡予算の場 合,ε ・1であるか ら,上 の式は
釜=』(28)'
となる・つ ま り・ 嵐 の とき・券 ・であ り,こ の こ とは政府 資本形成比
率が民間貯蓄率を上回る限り,税率引上げが総貯蓄率を上昇させることを意味
してV・る。
財政余剰が存在す錫 合 ε<1であるから(28)式は}≡ 芳≧・ の条件に
応じて



















〈3・)式の左辺 豊 は}≡芦 のと湊 ・となる・h>Sxの範囲では%≧ ・
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であ るか ら政府 の資本形成支出率 が民間貯蓄率を上回る限 り.政 府支 出の増大
は総貯蓄率を高め るとい える。
【C1
前節では利潤税 率の変 化の総貯蓄率に与え る効果が専 ら考察 され たが.こ こ
で は この総貯蓄率の変化が,さ らに経済の諸変数にいかな る影響を及 ぼすかが
考 察 され る。
(1)まず第1に 総貯蓄 率の変化が資本の実質収益率に及ぼす影響 を 調 ぺ る
と,(26)式を θ.で微分 して


















,袈 〉・である凝 なら(・8・19)丸R一舳)云 譜 ω
(34)
したがって 芸 〉・であ る・ 他 方
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袈 一{鐙・{蓬(35)





(35)式から明かなよ蜘{婿 〉・であるから,繍 蓄率の上昇腰 素限界
代替率 を高め るといえる。
(4)総貯蓄率 の変 化は また,労 働単位 当 り産出高に も影響を及ぼす。
d21_dZidk1
4θ宮dle,dθ.






rて,f・'〉 ・,(34)式および(35)式からそれぞれ{畏 〉ぴ 畿 〉・で
あるから正となる.すなわち{舞 〉・となり瀦 局 一宏 〉・である.繭 ・
して 藷 〉・ となる.か くしそ,生 産財部ド弓および消費財納 のいずれにお
いて も,総貯蓄率 の上昇につれ て労働投 入単位当 り産出高は増大す るとい える。











のときには 芸 萎・となるカ㍉ このことは㈲の結論一 総貯蓄率の上昇に対
応 して生産財部門および消費財部門の資本労働比率が高 められ る一 と一見,
矛盾す るよ うに見 える。 しか し,le=ρ1ki+ρ2乏2が示す よ うに,kは 島 とk2と
の加重平均であ り,し か もp2・1一ρ1において,ρ1は コンス タン トではな く
θ.とともに変化す るか ら,総 貯蓄率の上 昇が必ず しも,丘 を高め る とは限ら
ない。
θ冑の上昇は,総 貯蓄供給 曲線の右外側 へのシフ トを意味す るか ら,貯 蓄需要
曲線 が不変 なら,よ り低い水準で利子率が決定 し,そ の結果,資 本形式は促進
され る。 この ことが,総 資本労働比率,ゐ の上昇を意味す る ことは言 うまで も
ない。 この場合,k2>kl,つま り消費財部門の資本集約度が投資財部門 のそれ
よ りも高 いな らぽ,θ.上昇の もた らす産 出効果は,消 費財産業におい て よ り
顕 著 となる。
(6)次に総貯蓄率 の変 化が労働分配に及ぼす影響について考察 さ れ る。 い
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(ただし,σは要素代替強力性を表わす。)
上 の(39)式が正 となる条 件は,σ<1でk1≦k2の場 合か,ま たは.σ≦1.
向<k2の場合である。 この場 合には,総 貯蓄率 の上 昇 とともに労働分配率は増
大す る。他方,(39)式の符号が 負 とな るのは,σ>1.向 ≧k2のとき.ま たは,
σ≧1,k1>k2のときであ る。 この場合には,貯 蓄率が 上昇す るにつれ て,利 潤
分配率が増大す る。
ところで,部 門別の要素代替弾力性 馬 を導入 して,総 体 としての要素代替
弾力性を表わし より特定化された均衡条件欄 べる・咋 藷 ・㍗





σ>0は2部 門 成長 モ デ ルに お け る安 定 の必 要 十 分 条 件 で あ るが,σ`お よびk`
の い か な る範 囲 にお いて.モ デ ルが 安 定 す るか をみ よ う口。
まず,σ ・=cr1==ff2=1の場 合 を み れ ば,(39)式 は
嚢Lん 〔R+芸く竺議i+θ.丘,(39)'
となり,克勧 の条件縦 って,α(£)/撫 ・である・つまり・全体およ
び各部門の要素代替 弾力性が1の とき,貯 蓄率の変化が分配率 に及 ば す 影 響
は,2部 門間 の資本集約度に依存 する。 消費財部 門の資本労働比率が よ り高い
とき,貯 蓄率 の上昇 とともに労働分配率は高 ま り,逆 に投資財部門の資本労働
比率の方が高い場合には,総 貯蓄率の上 昇につれて労働分配率は低下す る。
次 に σ>1の 条件を(40)式から求め ると,
θ冨虎1(σ1-1)(R十是2)十(σ2-1)(R十k1)[R十(1-eκ)k1]>0(41)
か ら,σi>1のとき,σ>1と な ることがわか る。 また,も し σ`<1のときに
は ・<・ とな る.か くして,σ ・>1でk・ ≧⑭ とき・d(£)/de・<・とな り・
ai〈1-C',b・D,k・≦k・の とき,9(#)/de・〉 ・ とな る.こ の こ との意E・leett,
'
た とえ ば σ>1の 胎 σ一藷 ・各 ら 明 らか な よ5tze,e・上 昇 の 効 果 とし
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てkの 増加(k,≧島 のときθ.とともに上昇)の割合が,Rの 増 加(θ.上昇の結果,
rが低下するため上昇)の 割 合を上 回るか ら,労 働分配率が低下す るとい うこと
に他ならない。
(7)総貯蓄率の変化が部門別の相対的分配率に及 ぼす影響が,(6)での考察




と書 き換え られ る。 すでに前項で明 らかに され た よ うに,1■σiの条件に応 じ
d(β《α
8)iOが 決定 す る。て,dθ
冑
(8囎糖 率が部門間の蝋 動 酬 こ与える影響につい一Cll,鵠旦 の
付号 を吟 味 しな けれ ば な らな い。
θ冨ゐ_-L1ρ1一τ=R
+k、(R)
に お い て,対 数 を と り,θ.で 微 分 すれ ば
logρ1=▲ogθ.十log丘一log[R十是,(R)](43)
罐+・ 響 一(1:禦(44)
-e;〔R+(鵠 口 θ斑+R(σ呈 ～鵠 一σ1)(芸)(45)
を得 る鮒。
(45)式は要素集約 条件 にかかわ りな く,σ≧1で かつ,σ≧σ1の場 合に正 と
なる{1㌔これ を σ1とσ2のタームで見れば,た とえば1≦ σ2≧σ1の場 合,貯 蓄
率の変化に よ るrの 低下が発生すれば,σ2>σ1の条件の下では,第2部 門 の
要素代替 弾力性が よ り大 きいか ら,第1部 門への労働の配分比 率 ρ1が上 昇す
る。
{9)最後に投資財 と消費財の相対価格 ρに与え る総貯蓄率の影響が 検 討 さ
れ る。第2部 門の財の価格をニ ュメレールとして,こ れ を1と すれば,
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クー 穿 ρ'一発




を得る・芸 一諜 を ㈲ 式に代入すると
隈 θ芦 一r莞+鴉≒R}克、R穀 、









と軌 丘⊇ の条件縦 って 艦)/⑭ が決定する・ つまり,消費
財部門が よ り資本集約的 な場合(ks>k、),貯蓄率 の上昇に よる利子率下落の産






'前節 までは,労 働賃 金か らの貯蓄を無視 してSw=0の仮定の もとでモデルが
考察 された。本節 では この よ うな古典派的貯蓄関数に代 って,労 働者 の貯蓄性
向を も考慮 した よ り一般的な貯蓄関数 を導入 して前 のモデルを修正す る。
資本家階級の貯蓄性 向&に 対 して,労 働者階級 の貯蓄性向を ㍉ とし,モ デ
ルが書 き直 され る。 い ま,
ツー一£ 炉 一芸,炉 姻 ρ。(i-1,・)
と置 き,ら を賃金にかかる税率 とす ると,賃 金労働者の税引貯蓄率 θψは,
e管==5り(1-tw)(51)
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と表 わ せ る。 他方 資 本家 の税 引貯 蓄率 θ。は
θ館=s冨(1-t")(52)
と な る。 か くし て,(11)式 は 次 式 の よ うに 修正 され うる。
PIYi==θ.rK+e四zvL'(11)t
これ を変 形 して 次式 を 得 る。
」0ゾ『1ρ1==θ"夕十(θ冨一θ、σ)鳶プ㌔'(11)"
次 に倒 式 に つ い ては,
i一 ρ・弩 克・)一λ一μ一号 一λ一μ(23)'






(23)"式お よび(25)'式は,修 正 モ デ ル の長 期 ビヘ ィヴ ィアを 十分 に 体現 し
て い る。 そ こで この2式 か ら θ.ない し θ.の 変動 の及 ぼす 影 響 が考 察 され る。
(1)まず は じめ に,e.な い し θψの総 資 本 労 働 比 率,kへ の 影響 が 吟 味 され





上 の式 を θ貿お よび θ⑰で微 分 すれ ば
eSd.kl・・…n・t-{響ll蒜隈+竿(55)
曙1-一{雲 　二蒜}畿+R(kl-k2)(・6)
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とな る。各項の符号をみれば.
劣 自=一+σ 〉・`(57)
安 定 的 均 衡 の 条件 の下 では 膓=0で あ るか ら、(23)"式は0と な り,し た が ・》
てk=k(R,θ。,θ.)とす れ ば
F(R,θ.,θ.)-X一μLo(58)
とな る。 そ れ ゆ え
器 ・dR+嘉 砥+是 ・de・=・(・9)
とな るが θ"が コ ンス タン トで あ れ ばdew=0と な るか ら,(59)式 は
畏4R+嘉 輌'(・ ・)
とな り,か くし て
嘉}一一是 ㍑ ソ』£1=(・ ・)
を得る.(61)式の分子は{謬 鋼 告+R)〉・であり,分母ei安定的均飾
条件の下では{袈〈・であるから器 〉・となる.
同 様 の 条 件が(56)式 につ い て も適用 され うる。 また,e"=e.=0の と き.
k・≧k・'・i'あれば4漂 〉・ とな る・ この点は前鯛 ・胴 じ結論であ る.
(2)国民所得の分配へ の θ.ないし θ.の変動の影響が次に考察 され る。θωが
コンス タン トと仮定 すれば次式 を得 る。
4曇)し⊇ 蹴
一μ一の一R(鞠(62)
thtl、。.,。n,t>・で あ るか ら・σ<・・k・≧k・の とき・ まtut,σ≦・・k・>k,の
とき,(6Z式は 正 とな る0%
ここで σ、とσ との融 を雌 して置か な くで}まな らない.そ こで・眠 を含
と置き,これをRに ついて微分すると,
パ 奪 遮 言 一tt-、.一..(63)
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とな り,闘 式か ら σ を求めれば
σ・=5・芸 一芸 ・岳(64)
とな る。
σ は σ1と σ2との 加重 平 均 で,σi=σ2==1のとき,σ=1で あ る こ とはす でに
見 た とお りであ る。 し たが って,
σ1>1で か つ σ2>1の とき,σ>1
σ1<1で か つ σ2<1の とき,σ 〈1
σ1=1で かつ σ2>1の とき,σ>1
σ1==1でか つ σ2<1の とき,σ<1
σ1>1で か つ σ2=1の とき ●>i
σ1<1で か つ σ2=1の とき σ<1












で ある ことが判 明す るao。以上 の条件は,第2部 門の資本集約度が より高 く,
かつ両部門の要素代替弾力性 が1以 下の場合にのみ,労 働分配 分に与 える貯蓄
率増加 の影響 が労働に有利に作用す ることを示 している。
(3)第3に,貯 蓄率が部 門間の労働配分に及ぼす効果を考察 する。新体系に
おいては,
Nl=rf`(k`)Pi(65)
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」ノ==ツ2十ク15/1
で あ る か ら,(66)式 は
ツ=妨 ρ、七f2(1一ρ2)
と書 き 換 え られ る。 これ を(11)"式 に 代 入 す る と次 式 を 得 る。
2ノヨρ1=θ旬[P.ノ『1P1十(1一ρ1)ノ「2]十(θ宮一θ釦)ノ≧'ゐ
と こ ろ で
JR一 寿 一虎・
ρ・一♪一きヂ















とな る。 またe.=e.=θ で か つ 向=k2=kの 場 合 に は
P・=θ .(73)
とな り,毎 キ向 の ときに は
ρ・て θ)(鵠 鴉 梅 、)(74)
で あ る。











上の式 において・藷 はすでにみ た勧 品 ≧⑭ 場合に正の符号を とる・
そ こでk,≧k,で θ.≧θ"な ら分子CはC>0で,も しD>0で あ れ ば,
CD>・ とな る.さ らに ご2tz.VCcr1≦・≦a・ の条 件 力・加 わ 楓 畿L
_昧 〉・
とな る。つ ま り,こ の3つ の条件の下では,投 資財部門の要 素代替弾 力性が1
以下,消 費財部 門のそれが1以 上であ るか ら,貯 蓄率が上昇す るにつれて,投




最後 にSato-Hoffmanによる動学的帰着分析の特徴 を整理 し,そ の帰着分
析におけ る貢献を明確にす る とともに,問 題点を指摘 して,一 応の 評 価 を 試
み,こ の問題 に対す る妥当な分析手法 のあ り方を展 望 しておかなけれ ばならな
い。それには まず,こ のモデルを,こ れに先立 って動学 的分析を試 み て い る
HarbergerおよびKrzyzaniakのモデル と比較検討す ることか ら始め るのが
有効 であ ろ う。
Sato-Hoffmanモデルの まず第1の 特徴は,経 済部 門の分割法にみ られ る。
Harbergerモデルお よびKrzyzaniakモデルにおいては,経 済を法人部門 と
非法人部門に2分 割す る手法が採用 され てい る。 これに対 してSato-Hoffman
モデルでは,経 済は資本財(な いし投資財)部 門 と消費財部門 の2部 門に分割 さ
れ てい る。
この モデルが依拠す る佐藤隆三 氏の成長論に よれ ば,こ の ような分割 法を最
適 な もの とす る根拠は次の とお りであ るas。経済 を複数 の重要 部門 に分割 して
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考察 す ることは,と りわけ先進資本主義国の分析の場 合にはその背後 にあ る経
済構造 の分析 の必要か らみて,有 効な方策 である。VonNeumanの成長理論
お よびLeontiefの投 入 ・産出分析な どが,こ の方向に沿 う理論 とし て挙げ ら
れ るが,後 者は,資 本 と労働 の要素代替を無視 した比較 的短期 の分析視点に立
つ。分析を深め うる最適な分割法 は,資 本 と労働の2生 産要 素を前提 とす るな
ら,こ の生産要素の供給者 としての資本家お よび労働者がそれぞれ需要す る.
資本財 と消費財に分け る ことであ ると。
たしか に生産要素の代替や資本 ス トックの変動を考慮に入れ る長 期分析の場
合には,資 本財部門 と消費財部門の区分は,各 部門内の構 成因子の共通 的特徴
を把握す る上 か らも,部 門間の相互関係を考察す る上か らも,優 れ て有効 な区
分法であ ると思われ る。ただ しこの分割法 では,非 一般的利潤税 としての法人
税が,法 人部門お よび非法人部門に与 える差別 的影響 を分析 で きない とい う問
題は残 る。
しか しなが ら,多 くの 先進資 本主 義国に見 られ るよ うに,企 業 の大 多数が法
人形態を とっている現 状においては,法 人 ・非法人の分割法 は必ず し も重要部
門の分割 とは いえず,そ の意味では もはや有効性 は うすい。む しろ,巨 大規模
の企業か ら零細企業 までを網羅す る法 人を,法 人部門 として1グ ル プー で とら
えることの方 に集計的 モデルの1部 門分折 と共通 した デ ィメ リッ トが存在す る
よ うに思われ る。
最適分割法 は,あ くまで も,分 割 された各部門の特性 を,そ れぞれ の構成企
業 の特性 と矛 盾す ることな く明確に把握 で き,し か も部 門相互間の関連を最 も
有意に掌握 し うるよ うな ものでな くてはな らない。現代資本主義経済を分析対
象に据 える場 合,こ の よ うな要請に合致す る分割 法は,寡 占対非寡 占,あ るい
は巨大規模企業 対中小規 模企業 といい うるであろ う。 この ことは,例 えばわが
国 の法人税の負担配分が,こ の両 グループの間に顕著 な格差を示 してい るとい
う事実か らも支持 され うるであろ うag。
か くして現代資本主義 経済 の下 で,長 期分析を有効に展開 し うる基本的 かつ
最適 な分割法 は,資 本財部門 ・消費財部門 の2分 割に さらに,寡 占企業部門 ・
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非寡占企業部 門の2分 割 を追加す ることである と思われ る。Sat(〉-Hoffmanモ
デルの2部 門が さらに寡占 ・非寡 占部 門に区分 され るなら,一 層有意で明確 な
ファインデ ィングを得 られ たはず である。
[B】
第2の 特徴は,Mieszkowskiの指摘す るように,租 税政策が成長 ないし貯
蓄水準 に与 える効果の分析 として 「動学的帰着 」を とらえ,も っぱ ら利潤税の
正お よび負の貯蓄効果お よび この貯蓄率変化が経済の諸変数 へ与 える影響を究
明 している点 であ る。
Krzyzaniakは,利潤か らの貯蓄性 向が賃金か らの貯蓄性向 よ りも高 い とい
う仮定に基 づいて,利 潤税が貯蓄率の上昇にマイナ スの効果を もち,新 資本形
成を妨げ ると主張す る。彼 の タームで表わせば,総 所得 におけ る貯蓄率が租税




これ に対 してSato・Hoffmanモデルでは,貯 蓄は民間貯蓄Sxと 政府貯蓄
8θとの合計か らなる総貯蓄Sと して とらえ られ,利 潤rKに 対す るその比率
妾 が総購 率 θとしてモデル噂 入される・
佐藤氏は この広義 の貯蓄率をモデルに導 入す るが,こ れは,伝 統的貯蓄に技
術革新,設 備改良,国 民的健康の向上,教 育投資 な どの無形投資を追加 した総
貯蓄 の概 念で とらえられ る伽。 今 日の ようにパ ブ リック ・セクターが著 し く膨
張 し,有 形,無 形の政府投資が生産性 向上に重要な役割を果 している以上,総
貯蓄率=新 資本形成率の このよ うな とらえ方は妥 当な もの とい えよ う○
そ うだ とすれば,利 潤税引上げが政府税収 を高め る場 合には,政 府 の資本形
成支 出のあ り方如何に よって,総 貯蓄率が増大す る可能性 も認めなければな ら
ないか ら税の貯蓄効果はマイナスに もプラスに もな りうること に な る。佐 藤
氏に よれば一般 に θ.は利潤税 ε.の増加関数 とみ られ るか ら創,こ の 点 で は
Krzyzaniakとは逆に税 の貯蓄効果は プラス とい う関係が見い出 され ることに
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な る 。
租税疎 の貯蓄効果 莞 の付輪 しかしながら・予算条件(・≦・)魂府
資本形成支 出比率(h≧0),あるいはhと 民間貯蓄率 との関係(h■Sx)に応 じ
て 室Oと なるua。したが って税 の引上 げが総 貯蓄率 を上昇 させ る場合,変 化 さ
せ ない場合,低 下 させ る場合のすぺてを カパ ーし うるモデルを構築 し得 た こと
になる。 これに対 してKrzyzaniakモデルは,増 税 の資本蓄積効果が マイナ
スとな る場 合のみを取扱 う限定的な モデルに過 ぎない。
か くしてKrzyzaniakモデルに即 していえば,利 潤税 の長期におけ るマ イナ
スの転嫁度の検 出は,一 つの特殊 な ケースに関す るファインデ ングと解 され る
か ら.別 のケースに関す る転嫁度 の推定が要 求され るこ とにな る。
IC]
Sato-Hoffmanモデルの第3の 特徴は,転 嫁 ・帰着の尺度が明示 され ず,租
税の個 々の変数へ の影響 が,総 合的に把握 されていない点 であ る。Harberger
モデルは,労 働価 格をニ ュメレ 一ール として表わ され た税 引資本価格4丸 を指
標 として,利 潤税 の帰着 を把握 す る。 他方Krzyzaniakモデルは,租 税 の長期
的貯蓄効果 の指標G、 または租税 の生産規模縮小効果す なわち 「超過 負担」の
指標 じ の タームを含む転嫁尺度で,長 期的転嫁度を推定 してい る。
これ に対 して,Sat()-Hoffmanモデルは,総 貯蓄率 の他の諸変数に及 ぼす影
響 を,厳 しい条件を付 して詳細に検討 してはい るが,諸 変数の帰着 効果 を総括
的 に掌握 す る努力はは らわれていない。
税率 の変化に よって発生す る総 貯蓄 率の変化は,貯 蓄供給 曲線 のシフ トを通
じて利子率を変 化させ,そ の結果,経 済 の諸変数が影響を受け る。それ らの変
数 の うち,転 嫁ないし帰着 とと くに密接 な関連を もつ と思われ るのは,粗 資本
収益率,部 門別お よび全体 の資本労働比率 と所得分配率,労 働生産性,2財 の
相 対価格 な どであ る。
今,税 率の上昇が貯蓄率 を高め る一般的 ケースの効果を,こ れ らの変数 でみ
てみ よ う。 まず粗資本収益率は利子率の変動 で明 らかな よ うに下落 し.資 本労
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働比率は資本価格の下 落の結果,両 部 門で ともに上昇す る。 また,一 次同次の
生産関数を前提 とすれば,労 働生産性は資本労働比率 の増加関数であ るか ら当
然上昇す る。 労働分配率は σ〈1と い うプロージブルな条件asの下 では上昇す
るがk・>k・・場合に晒 下するカ・もし品 い・2財 の欄 価わ 音 は・
k,〉毎 の現実 的条件の下 で,税 率や貯蓄率の上昇 とともに低下す る。 それは
資 本財 に比較 して消費財が相対的に騰貴す ることを意味 している。
以上 の考察か らも明 らか なよ うに これ らの租税帰着的効果は、相互 に相殺 し
合 う場合 も,ま た相乗効果 をもつ場 合 もあるか もしれない。そ こで諸効果 の総
括が不 可欠 となるが,こ のモデルではその試みはない鮪。
筆者は もちろん,転 嫁度 ない し帰着水準の推定値 を提出す ることのみが,転
嫁論 ・帰 着論を完結 させる唯一の方法であるとは考 えてない。Sato・Hoffman
モデルの貢献 をその意味 で認め るとして も,な お諸効果 の総合的把握 の方法が
呈示 されてないのは遺憾 である。
とはいえ,Krzyzaniakモデルが慎重 さの欠如 の結果,利 潤税 引下げの要求
と容 易に結 びつ く危険を もつ とい うMieszkowskiの批判か らすれば,Sato
-Hoffmanモデルはは るかに慎 重な動学的帰着分析の手法 を提示 してい るもの





{2)Harbergerモデ ル のr自 由 な 資 本 移 動 」 は,資 本 市 場 の 完 全 性 を 前 提 と し て い る 。 しか し な
が ら,Harbergerは現 代 資 本 主 義 経 済 の 諸 特 徴 を 十 二 分 に 有 す る1950年代 の ア メ リカ合 衆 国 を
考 察 し て居 り,こ の 寡 占 市 場 に お い て は,資 本 市 場 の完 全 性 を 見 い 出 す こ とは む し ろ 困 難 で あ ろ
う。 ま た,法 人 部 門 の 財 と,非 法 人 部 門 の財 と の 無 条件 な代 替 性 の 仮 定 に つ い て も疑 問 が 残 る。
モ デ ル の 詳 細 な 評 価,批 判 は 拙 稿 「現 代 租 税 政 策 の 一 つ の 問 題 点 一A・C・ ハ ー バ ー ガ ー の 租










輸 以 下 の 数 値 等 に つ い て はKrzyzaniakの前 提 論 文 の 他,拙 稿 「現 代 租 税 政 策 へ の 問 題 提 起 一




・{8)MieszkOwskiはKrzyzaniakモデ ル に 類 似 した 転 嫁 モ デ ル を 組 み 立 て,賃 金 税 の 上 昇 を 伴 う
利 潤 税 の 引下 げ が,高 利 潤 税 の 下 で の 実 質 賃 金 水 準 以 上 に 税 引実 質 賃 金 率 を 高 め る の に は,50年
な い し60年の 長 期 を 要 す る こ とを 発 見 し て い る 。す な わ ち,低 利 潤 税 に よ る よ り高 い 資 本 形 成 の
利 益 を 労 働 が 享 受 す る に は,極 端 な 長 期 を 要 す る か ら,む し ろ 利 潤 税 引 下 げ が 低 所 得 層 の 増 税 を
と も な うな ら長 期 に わ た っ て 後 者 の 実 質 所 得 水 準 は 低 下 し厚 生 が 悪 化 す る 点 を 強 調 し て い る。 こ
れ は'Mieszkowski,GeneralEquilibriumMode!sofTaxIncidence,unpublisheddoetoral
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